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 秋田県企画振興部デジタル政策推進課

 【資料６】



1.ＤＸ推進計画について

 ⑴計画の理念

 ⑵目指す将来像

 ⑶推進体制

 ⑷施策の柱

  ①行政 －デジタル・ガバメント－

  ②産業 －県内産業のDX－

  ③くらし －デジタル社会－

  ④環境基盤
 

2.取組状況

 ⑴行政事務の効率化

 ⑵行政手続きのオンライン化

 ⑶オープンデータの推進
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③デジタル・トランスフォーメーション
（DX）

 組織横断的な業務・製造プロセスのデジタル化、
「異分野のデータ流通・利活用」及び「顧客視点」

による新ビジネスの創出や組織変革



デジタル化からＤＸへのステップ

・デジタル（Digital）と変革を意味する（Transformation）の造語。

・「社会環境の変化に対応しつつ、組織内の変革を図りながら、先進的なデジタル技術
  等を駆使して新たな価値を創造し、競争優位性を確立すること」と定義される。

・デジタル化からDXに至る過程としては、３段階に区別され、アナログ・物理データのデジタルデータ化を
 行うデジタイゼーション、個別の業務・製造プロセスのデジタル化を図るデジタライゼーションを経て、
 デジタル・トランスフォーメーションに至る。

人口減少をはじめとした地域課題の解決を図りつつ、社会経済の変化に対応しながら本県が力強く歩んでいく
ため、デジタル技術の活用による社会の変革や新たな価値の創出を図るＤＸ推進のための計画を策定し、取組
を推進している。（推進期間：令和４年度～令和７年度（４年間））

デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは
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①デジタイゼーション

 アナログ・物理データの
 デジタルデータ化

②デジタライゼーション

 個別の業務・製造プロセスの
デジタル化

③デジタル・トランスフォーメーション
（DX）

 組織横断的な業務・製造プロセスのデジタル化、
「異分野のデータ流通・利活用」及び「顧客視点」

による新ビジネスの創出や組織変革



「デジタルデバイド解消と人に優しいデジタル化」の推進により、本県が目指す将来の姿である「高質な田
舎」と、いつでも、どこでも、県民一人ひとりがそれぞれのニーズに合ったサービスを選ぶことができる社会
の実現を目指す。

重要な視点

•「人に優しいデジタル化」による県民一人ひとりに寄り添った豊かな社会の実現のため、提供

者の視点ではなく、利用者の視点に立って何が必要かを考え、県民にとって利用しやすい取組

を展開し、多様なサービスの価値の向上を図ります。

利用者ファースト

•データは新たな価値創造の源泉であるという認識を共有し、多様な主体によるデータの円滑な

流通のほか、異分野のデータを結び付けることやその活用を促進することにより、新しい価値

の創出やＥＢＰＭ等による行政の政策立案力の向上等を図ります。

データ活用による価

値の創出

•デジタル化やＤＸを推進していくためには、デジタル技術を利活用できるスキルやマインドを

持つ人材の育成が必要です。計画の推進に当たっては、デジタル人材の育成強化を図ります。
人材育成
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あらゆる分野においてデジタル技術の実装が進むことで、行政サービスの向上、地域産業の生産性向上や競
争力強化、県民生活の様々な場面における利便性の向上を目指す。

人口減少や過疎化の進行等の本県が抱える課題への対応や、食料供給や再生可能エネルギー、魅力的な観光
コンテンツ等の本県の優位性を生かした取組を進める。
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【具体例】

・農林水産業の自動化、省力化による生産性の向上

・データ分析等に基づく自立した稼ぐ観光エリアの形成

・デジタル技術の活用による医療の均てん化と福祉サービス

 の更なる充実  

・電力使用のスマート化による再生可能エネルギーの利用 

 促進  等



 知事を本部長とし、知事部局・教育庁・警察本部の長を本部員とする「秋田県デジタル・トランスフォー
メーション（ＤＸ）戦略本部」（令和３年４月設置）が司令塔となり、本県の各分野におけるデジタル化やＤ
Ｘを強力に推進する。

秋田県デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）戦略本部

 産学官が連携して、ＩＣＴやＩｏＴ等の先進技術を活用した地域課題の解決と、先進技術の導入による県内
産業の振興を目的として平成30 年に設立した組織。

 （参考）会員数：２６５（自治体 ２５、団体・民間企業 ２３３、大学 ７）※令和５年１２月５日現在
     部会：製造業・サービス業部会、建設部会、行政部会、ＲＰＡ部会

秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム
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知事を本部長とするDX戦略本部や秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアムを中心に、市町村や県内
情報関連産業と連携し、各種取組を推進している。
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行政
ーデジタル・ガバメントー

・行政手続にユーザー視点
 を取り入れ、県民の利便
 性向上を図る
・デジタル技術やデータの
 活用による行政改革を推
 進し、行政事務の効率化
 や効果的な政策立案に取
 り組める環境を整備

産業
ー県内産業のＤＸー

・ＤＸの実現に向けて、製
 造業、農林水産業、建設
 業、観光業など各産業に
 おいて、生産性の向上や
 新たな付加価値の創出に
 つながるデジタル化を一
 層促進し、企業の競争力
 強化を図る

くらし
ーデジタル社会ー

・医療、交通、教育、防災、
 まちづくり等、日常生活
 に関わるあらゆる分野に
 おいてデジタル技術の活
 用を推進し、生活の利便
 性や快適性、安全性の向
 上を図る

【環境基盤】
  行政、産業、くらしの各施策の柱を支える環境基盤の整備・充実を図る。

行政・産業・くらしの３つの施策の柱とそれらを支える環境基盤を整備する。



•電子申請サービスの充実、手数料等へのキャッシュレ

ス納付の導入
（１）行政手続のオンライン化

•マイナンバーカードの取得促進や交付事務体制充実の

取組への支援
（２）マイナンバーカードの普及・活用

•ＲＰＡやＡＩなど先進的な技術の導入による業務改善

の推進
（３）行政事務の効率化と働き方改革

•庁内情報システムの調達時審査及びシステムの統廃合

等の推進
（４）情報システムの最適化

•オープンデータ公開用ウェブサイトの構築とデータ公

開の推進
（５）オープンデータ化の推進

•市町村の基幹系業務システムの標準化及び導入支援、

情報セキュリティクラウドの運用
（６）市町村のデジタル化の推進
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取組の分類施策の柱 主な取組

行政
ーデジタル・ガバメントー

・行政手続にユーザー視点
 を取り入れ、県民の利便
 性向上を図る
・デジタル技術やデータの
 活用による行政改革を推
 進し、行政事務の効率化
 や効果的な政策立案に取
 り組める環境を整備

電子申請サービスの充実や、手数料等のキャッシュレス納付導入を通じた行政手続きのオンライン化、RPA
やAIなど先進技術の導入による行政事務の効率化と働き方改革を推進する。



取組の分類施策の柱 主な取組

産業
ー県内産業のＤＸー

・ＤＸの実現に向けて、製
 造業、農林水産業、建設
 業、観光業など各産業に
 おいて、生産性の向上や
 新たな付加価値の創出に
 つながるデジタル化を一
 層促進し、企業の競争力
 強化を図る

•実証プロジェクトの実践によるＤＸ先行事例の創出、デジタルリテラ

シー向上への支援

•製造業やサービス業等のＩｏＴ等の技術導入による生産性向上や新事業

創出等の取組への支援

（１）産業の生産性向上と競争

力強化

•スマート農業の普及拡大、漁業情報等のデジタル化と水産物のオ

ンライン販売体制の強化

（２）スマート農林水産業の推

進

•観光デジタル情報プラットフォームの構築、デジタル技術活用に

よる観光事業者の経営改善支援

（３）デジタル技術を活用した

観光施策の推進

•３次元設計による建設生産システムの導入、ＩＣＴ及びＩｏＴ技

術の建設工事への活用促進
（４）ＩＣＴ建設工事の拡大
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実証プロジェクトの実践によるＤＸ先行事例の創出やデジタルリテラシー向上への支援による産業の生産性
向上と競争力強化やスマート農林業やＩＣＴ建設工事の推進、観光デジタル情報プラットフォームの構築に
よる観光施策の推進を行う。



取組の分類施策の柱 主な取組

くらし
ーデジタル社会ー

・医療、交通、教育、防災、
 まちづくり等、日常生活
 に関わるあらゆる分野に
 おいてデジタル技術の活
 用を推進し、生活の利便
 性や快適性、安全性の向
 上を図る

•急性期診療ネットワークの構築に向けた支援、オン

ライン診療の実証に対する支援

（１）デジタル技術を活用した医療・福祉の推

進

•バスロケーションシステムやＡＩオンデマンドタク

シーの導入等への支援

（２）デジタル技術の活用による地域公共交通

の利便性向上

•総合防災情報システムの更新・整備（省庁システム

との連携、地理情報システムの導入等）
（３）防災情報の充実・高度化

•高校普通科へのデジタル探究コースの設置やグロー

バル企業と連携したデジタル教育の推進
（４）教育のＩＣＴ化の推進

•オンラインを活用した文化芸術イベントの実施、美

術館等のデジタルコンテンツの充実
（５）オンラインを活用した文化芸術の推進

•ＡＩの活用等による移住相談対応の充実と地方移住

関心層等に対するアプローチの強化
（６）ＡＩの活用等による地域振興
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オンライン診療の実証に対する支援を通じた医療・福祉の推進、バスロケーションシステム・ＡＩオンデマ
ンドタクシーの導入支援等を通じた地域公共交通の利便性向上を支援する。



取組の分類施策の柱 主な取組

環境基盤

・行政、産業、くらしの各
施策の柱を支える環境基盤
の整備・充実を図る

•企業や行政の職員等の研修などによるデジタル人材の

確保・育成

•外部人材の活用（ＤＸ推進アドバイザー）

（１）デジタル人材の確保・育成

•“デジタル化の地産地消”に向けた県内企業と県内ＩＣ

Ｔ企業のマッチング支援
（２）ＤＸを支える情報関連産業の振興

•携帯電話やラジオ放送不感地域の解消への支援、５Ｇ

等の新たな情報通信基盤整備の推進
（３）デジタルインフラの整備促進

•高齢者向けスマートフォン操作体験会の実施、高齢者

をサポートする体制づくり
（４）デジタルデバイド対策の推進
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外部人材の活用や企業・行政職員への研修等を通じたデジタル人材の確保・育成、高齢者向けスマートフォ
ン操作体験会の実施や高齢者をサポートする体制づくりによるデジタルデバイド対策を推進する。
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■庁内業務可視化によるDX推進（業務量調査）

 ・令和４年度に知事部局等の職員を対象に業務量調査を行い、可視化した業務量データを活用して、業務フ

  ロー等を他県と比較・分析することにより、新たなシステムの導入、既存システムの機能改善や連携強化な

  ど業務の電子化、自動化等を推進している。

 ・令和５年度は、紙の使用量が多いなど職員の高負荷となっている業務や各部局自らが業務改善を目指す業務

  について、新たに３０業務選定し、ワークショップ形式の実践研修による業務分析、施策検討を通じて、デ

  ジタルソリューション等による事務の効率化を推進している。

【業務改善事業一覧】
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■ＲＰＡ・ＡＩチャットボットの導入

 ・令和元年度よりＲＰＡの業務利用を開始し、これまでに３１業務において導入している。

 ・ＡＩを活用した議事録作成支援や問い合わせ対応、チャットボットについて、５業務において導入している。
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■職員の働き方改革

 ・令和６年度より、希望する全職員がテレワーク実施可能となるよう整備を進めている。

 ・モバイルワークに対応するため、次期一人１台PCを持ち運び可能なモバイル型PCへ変更するとともに

  庁内行政情報ネットワーク接続の無線化ＬＡＮ工事を順次実施する予定。

 ・令和７年度からのコラボレーションツール導入に向けた実証実験を令和６年度より開始する予定。

【新しい働き方イメージ】
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■電子申請・届出サービスの充実

 ・電子申請・届出サービスやマイナポータル（ぴったりサービス）等を利用した電子申請サービスの充実を図

  ることとし、令和７年度において電子化率１００％を目標に取組を実施している。

■キャッシュレス納付の推進

 ・各種申請手続における手数料等について、県民がキャッシュレス納付できる仕組みを整備することとし、

  電子申請・届出サービスを利用した電子納付に加え、窓口でのキャッシュレス支払いの環境整備を進めてい

  る。

■共通納税システムへの対応と納付書へのＱＲコード記載による納付環境の拡大

 ・『自動車税種別割』の納税通知書について、地方税統一ＱＲコードを印字し、金融機関における税収納事務
  を効率化。他の税目については、令和7年1月運用開始の次期システムの導入にあわせて措置する予定。
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■オープンデータ専用ウェブサイトの公開

 ・県民や事業者にとって利用しやすいオープンデータ環境を整えることを目的として、令和５年３月にオープ

  ンデータ専用のウェブサイトを構築・公開している。（公開時登録件数１８７件）

 ・令和５年度はデータ登録件数の拡充に加え、利用者の利便性を図るべく、質の確保を目的としたＣＳＶ形式

  での提供拡充を推進している。（Ｒ５年１１月末現在、登録件数２０７件、ＣＳＶ提供率３６％→５０％） 

【秋田県オープンデータカタログサイト】


